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宮澤 俊憲（みやざわ としのり） 

教授 

専門分野／データ解析、技術経営論 

 

東京工業大学大学院理工学研究科経営工学専攻博士課程修了。

博士（工学）。亜細亜大学経営学部非常勤講師、専修大学経済

学部非常勤講師、東京成徳期大学ビジネス心理科准教授、東

京成徳大学経営学部准教授を経て、平成25年現職。 

 

経営学部生に必要となるITの実力 

 日々のニュースで、クラウド、AI、IoT、ビッグデータなどの言葉を目にしないことがな

い時代になっています。すなわち、将来どのような分野に進むにしてもITはごく身近な存

在です。それでは「ITに関する実力がある」とはどのようなことでしょうか。 

 最近の入学者の傾向として、スマートフォンは使いこなせてもパソコン操作に困る学生

が増えています。しかしビジネス実務では今後もパソコン利用がメインであることは変わ

らない状況です。そこで「ITに関する実力」をスキルと知識に分けて考えます。 

 まずITのスキルとしては、仕事を進める上でWord、Excel、PowerPointが使えることは必

須です。授業では、最初の1年間でこのようなOffice関連ソフトを、基本から中級レベルま

で段階を踏んでマスターします。まず1年次に基本的スキルを確実なものにしておくことが

肝要です。 

 なお、こうしたソフトを使うときにすべての機能を知り尽くす必要はありません。２割

程度の機能を知っていれば、８割以上の仕事が片付きます。これをビジネスでは「８対２

の法則」と言います。ソフトの操作方法を習得するには、実際に「使って覚えていく」の

が早道です。ただし高度化する業務に対応するにはOfficeソフトが使えれば充分ではなく、

ITに関する知識が欠かせません。 

 それではITに関する知識としては何が必要でしょうか。IT分野は技術変化が激しく、現

在最新の技術であっても数年後には利用されないものもあります。その一方で基本は何十

年たっても変わりません。特に社会科学系の学部生としては、個別の要素技術に関する深

い知識よりも、IT分野全体を俯瞰的に理解し現在の立ち位置を把握する能力を身につける

ことが必要です。 

 そのために、経営学部の情報カリキュラムでは、4年間を通じてデータベース、ネットワ

ークとセキュリティ、Web技術、経営情報システム、統計分析手法など、ITの土台を構成す

る基礎知識をバランス良く修得できるように科目を配置してあります。また、基本に加え

て最新の動向についても各科目で紹介と解説をしています。 

 入学後は、是非に自ら積極的に学び、「コンピュータを活用できる」人材になることを期

待しています。 

  

德永 朗（とくなが あきら） 

教授 

専門分野／マーケティング、ブランド論、企業コミュニケ

ーション 

 

東京大学教養学部卒業、早稲田大学大学院商学研究科専門

職学位課程ビジネス専攻修了。 

電通マーケティング局・R&D局、博報堂ブランドコンサル

ティング、博報堂研究開発局、多摩大学ビジネススクール

客員教授などを経て平成31年より現職。 

 
著書：『B2Bブランディング―企業間の取引接点を強化する』

（共著、日本経済新聞出版社）、『実践BtoBマーケテ

ィング』（共著、東洋経済新報社）など 

 

Let’s think 

Let’s think。 

正義を守る特撮ヒーロー、ガルムフェニックスの決めゼリフ。ガルムフェニックスをご

存じなくても、「3年A組」の担任、菅田将暉演じる柊一颯先生と言えばご存じの方は多いで

あろう。彼が生徒たちに向かって何度も発したこのセリフは、社会的にも話題となったこ

のTVドラマが訴えたメッセージの1つである。＿＿＿友人や大人たちのコトバ、ネットの声

などに即座に反応するのでなく、踏みとどまってよく考えてから行動しよう。その本意は

何か、自身の反応はどんな影響を及ぼすのか、グッとこらえて考えを巡らせよう。とりわ

けネットの時代のコミュニケーション・ツールを活用するときには。 

今の時代、若者たちだけでなくビジネスに携わる大人たちにも、このメッセージは極め

て意義深い。企業や産業界で起きていることやその背景、あるいは社会や消費者の意識・

行動を捉えるときに、考える作業が案外できていないと感じることが少なくない。もっと

突き詰めて考えるべきだ、というのではない。誤った思考回路に陥らないように気をつけ

るべし、というのが本論の主旨である。気になる誤り方を2つ挙げて論じよう。 

 

＜理詰めになりすぎて、現実的でないことを考えてしまう＞ 

テクノロジーに代表される“できること”を論理的に考える時や人ほど、この落とし穴

にはまりやすい。 

自動運転車の普及に向けて、従来から自動車産業に関わってきた企業のみならず、電機

やIT関連の企業、それにグーグル、アマゾン等のデジタル時代の申し子とも言える企業群

など、様々な出自の企業が必死で取り組んでいる。その道程の目標設定として、国土交通

省が米国の基準に合わせ、自動化に関わる論理的な段階設定を踏まえた5つのステージを設

定している。ステアリング操作と加減速の両方を連携しながら運転をサポートするレベル

２の《部分的運転自動化》まで実現されており、現在は、レベル３の《条件付き運転自動

化》の社会実装をめぐる競争の時代にある。高速道路など特定の場所という条件はつくが、

システムが交通状況を認知して運転に関わる全ての操作を行い、対処できない状況におい


